
法人会の税制改正に関する提言の主な実現事項（速報版） 

 

 平成２６年度税制改正では、平成２５年１０月１日に閣議決定した投資減税措置や

所得拡大促進税制の拡充に加え、復興特別法人税の１年前倒しでの廃止、交際費課税

の見直し等の減税措置が盛り込まれました。また、税制抜本改革を着実に実施するた

め、高所得者に対する給与所得控除の見直し、地方法人課税の偏在是正、車体課税の

見直し等、所要の措置が講じられます。 

法人会では、昨年９月に「平成２６年度税制改正に関する提言」を取りまとめ、そ

の後、政府・政党・地方自治体等に提言活動を積極的に行ってまいりました。今回の

改正では、設備投資減税、交際費課税など法人会の要望事項の一部が改正に盛り込ま

れ、以下のとおり実現する運びとなりました。 

 

[法人課税] 

１．法人税率 

法人会提言 

（法人実効税率２０％台の実現） 
改正案の概要 

・わが国の立地条件や競争力強化な

どの観点から、法人税率のさらな

る引き下げを行い、早期に欧州、

アジア主要国並みの２０％台の実

効税率を実現するよう求める。 

経済の好循環を早期に実現する観点から、 

復興特別法人税が１年間前倒しで終了し 

ます。この結果、法人実効税率が３５．６％ 

に引き下がります。 

 

２．交際費課税 

法人会提言 

（交際費課税の見直し） 
改正案の概要 

・交際費課税の特例の適用期限延長 

・資本金規模に関わらず全ての企業

を対象とすべきである。 

 

(1) 交際費のうち、飲食のために支出する

費用の額の 50％を損金の額に算入す

る措置が創設されます。 

(2) 中小法人に係る損金算入の特例につ

いて、適用期限が２年延長されます。 

  また、中小法人は上記(1)との選択適

用が可能となります。 

 

 

 



３．中小企業対策 

法人会提言 

（中小企業の活性化に資する税制措 

置の本則化等） 

改正案の概要 

◆中小企業投資促進税制 

・中小企業投資促進税制の本則化 

・特別償却率および税額控除率の    

 大幅引き上げ 

・対象設備を拡充したうえ、「中古

設備」を含める 

・税額控除適用の対象企業を「資本 

金１億円以下」に引き上げ 

 

 

 

 

 

 

◆少額減価償却資産 

・「少額減価償却資産の取得価額の

損金算入の特例」措置を本則化 

(1) 適用期限が３年延長（平成２９年３月

３１日まで）されます。 

(2) 対象となる特定機械装置等が生産性

向上設備等に該当する場合、特別償却

割合や税額控除割合の拡充措置等が

次の通り講じられます。 

①税額控除（７％・資本金３千万円以

下の中小企業者等は１０％）又は即

時償却（現行 特別償却 30％）の選

択適用 

②税額控除制度の適用は、資本金１億

円以下（現行 3千万円以下）の中小

企業者等にまで拡大 

 

  

(1) 適用期限が２年延長されます。 

 

[復興支援のための税制上の措置] 

法人会提言 

（震災復興） 
改正案の概要 

・被災地における企業の定着、雇用

確保を図る観点などから、さらな

る税制上の対応等、実効性のある

措置を講じるよう求める。 

(1) 東日本大震災に係る津波被災区域の

うち、市町村長が指定する区域におけ

る土地及び家屋に係る固定資産税等

の課税免除等の適用期限が１年延長

されます。 

 

(2) 復興産業集積区域において機械等を

取得した場合に即時償却ができる措

置の適用期限が２年延長されます。 

 


